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大都市圏既成市街地の再生・整備に関する手法と制度
Catalogue of the Institutional Methods of Urban Renewal and 
Redevelopment for the Built-up Area in the Metropolis 
大都市商の既成市街地の再生・整備に関しては各種の
事業手法や事業制度及び，関連する助成制度(補助)，融
資制度，税制上の措置等がある。事業手法や事業制度が
既成市街地を物的に再生・整備するハードな手法とすれ
ば，国庫補助金1:代表される助成措置や各種金融機関等
による融資制度及び租税特別措置法や地方税法1:基づく
税制上の措置はソフトな手法といえよう。本特集の関連
資料として，本論では大都市圏の既成市街地の再生・整
備に関する事業手法や事業制度及び関連した助成措置や
融資制度を紹介する。税制上の措置と地方公共団体によ
る独自の措置は乙Eでは省略する。
既成市街地の再生・整備の事業手法.制度
既成市街地の再生・整備を図る視点として.①公共施
設の盤備，②都市の不燃化.③スラムクリアランス，@
市街地住宅の供給，⑤市街地環境の向上，⑤土地の高度
利用，(i都市機能の更新，などが挙げられよう。従って，
以下1:紹介する事業手法や事業制度はこれらの視点のい
くつかを合わせ持つζ とが多い. (表ー 1) 
( 1 ) 都市改造型土地区画整理事業
既成市街地で交適緩和を図る必要がある幹線街路の新
築，改造を直接的な目的とする。本事業の施行者は地方
公共団体で，採択要件は①面積が5ha以上の地区，②街
路事業の採択基準l己適合す石都市計画道路の新設，改築
を含む地区の他.③次のどれかに該当する地区となって
いる。③中心市街地で交通の陸路打開又は土地の高度利
用を図る必要のある地区，⑥重要な公共施設の新設，改
築と併せて市街地の護備を必要とする地区，@火災，水
害等の災害の復興と併せて緊急に整備を必要とする地
区，@市街化の速度が顕著であるため，又は秩序ある都
市発展を図るため早急に整備を必要とする地区。
事業内容は道路，公園等の公共施設の整備と換地方式
による宅地の整備である。本事業は上物(建築物)を整
備する手法を欠いており，上物の整備を市街地再開発事
業や住宅地区改良事業などで行う合併施行となる場合が
建設省建築研究所
東京都立大学
少なくない.
大坂谷舌行
Yoshiyuki Ohsakaya 
中林一樹
Itsuki Nakabayashi 
(2 ) 市街地住宅建設事業
民間のエネルギーを活用して公的住宅を供給するとと
もに，市街地環境の改善1:資する ζとを目的とする。事
業主体は地方公共団体，住宅・都市整備公団，地方住宅
供給公社である。典型事例である住宅・都市整備公団の
施設付住宅(いわゆるゲタパキ住宅)は公団が地主や借
地人からその宅地の一部を買収したり，借地権を設定し
て公団住宅を建設すると同時1:権利者の希望する庖翁.
事務所，住宅等の施設を建設，分譲する事業であり.公
団と地主，借地人との任意の建物共同化事業である。
住宅・都市整備公団の市街地住宅制度としては一般市
街地住宅制度の他，乙れを 1ha以上の地区に拡大して同
様の方式で行う地区市街地住宅制度，及び3ha以上の大
規模な致地を全面買収して公団住宅を建設し既成市街地
の面的盤備を行う面開発市街地住宅制度がある。
(3) 特定街区.特定街区内建築物整備事業
都市計画法の「地域地区」のひとつに位置づけられる
特定街区は街区内の建築物について建築基準法第60条の
規定により.形態制限(法第52-56条，第四条の2及び
第57-59条)を全て解除した上で，建築計画に対応しか
っ当該街区の土地利用上最も合理的な「延べ面積の敷地
面積応対する割合(容積率)，高きの最高限度及び壁面線
の位置の制限」を課する乙とによって，画一的な一般規
制1:よらない自由な設計を保証するとともに街区内1:有
効空地を確保し，街区単位の開発による敷地の統合を促
進し良好な市街地形成を図るものである。なお特定街区
の指定方針は建設事務次官通達として出されている。
(4 ) 総合設計制度.総合設計建築物整備事業
総合設計制度は「一定規模以上の敷地面積壱有する建
築計画で一定割合以上の空地を確保し.市街地環境の整
備改善l己資すると認められる建築物について，建築基準
法の一般的形態規制の一部を緩和するJ制度である。具
体的1:は建築基準法第52条第 1項及び第2項(容積率制
都市計画 125 - 79ー
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医)，第55条第l項(第 l種住居専用地域内の絶対高き制
限)，及び第56条(斜線制限)の規定を建築基準法上の許
可;己基づいて緩和するものである。従って.本制度は許
可を行う特定行政庁の運用の仕方が重要であり，許可i己
隠しての目安としては「総合設計f<:係る許可準則につい
てJ及び「総合設計許可準則1<:関する技術基準Jが各々
住宅笥妄通達及び市街地建築課長通達として示されてい
。
昭和58年2月1<:市街地住宅の供給という視点から市街
地住宅総合設計制度が新設された。両市l度は延床面積の
'h以上が住宅である建築物について従来の総合設計制度
に比べて.容積率，斜線制限及び高古制限をより緩和す
るもので.三大都市圏の既成市街地等において積極的に
運用する乙とが期待される。総合設計建築物整備事業は
総合設計制度による建築物のうち一定の要件を満たすも
のに住宅金話公庫や日本開発銀行が融資を行う bのであ
る。また， 58年度f<:創設される市街地住宅等共同整備事
業は良好な市街地住宅の供給と市街地の整備改善を推進
するため，地権者等が共同して行う市街地住宅等の撃備
事業応対して国庫補助を行うもので.市街地住宅総合設
計制度との一体的運用により敷地規模の狭小化が進んだ
主主主主における敷地の共同化と環境の改善1<:寄与する己と
が期待される。施行地区は三大都市圏の既成市街地の人
口減少地主主等や地区計画の区域内等で原則として 0.1ha 
以上である。補助対象建築物は市街地住宅総合設計制度
による許可等を受け，一定の空地を確保した建築物の住
宅部分が'h以上でかつ当該住宅部分の'/'以上が賃貸され
るものとされている。
(5 ) 高度利用地区内建築物整備事業
都市計画法の「地域地区」のひとつである高度利用地
区内の建築物を整備する任意の事業である。高度利用地
区i<:関する都市計画では都市計画法第9条第 1J買によ
り，③延床面積の敷地面積に対する割合(容積率)の最
高限度及び⑤最低限度，@建ベい率の最高限度，③建築
面積の最低限度，⑥壁面の位置，を定めるものとされ，
都市計画で定めたこれらの事項への適合建築物で延床面
積が1500m'以上でかつ，延床面積1<:占める住宅部分の割
合がリ4以上であれば建設に際して住宅金融公庫融資を受
けられる。
(6 ) 一団地の住宅施設建設事業
本事業は，昭和43年の新都市計画法の第11条第l項 8
で定義される一団地の住宅施設(1 ha以上の一団地にお
ける50戸以上の集団住宅及び乙れらに附帯する通路その
他の施設)を建設する事業で.以前は一団地の住宅経営
と呼ばれていたものである.
(7) 都市防災不燃化促進事業
民間の建替エネルギーを活用して避難地・避難路周辺
の建築物の不然、化を促進し，大震火災時の避難者の安全
確保を目的とする。市 l特別区を含む)が建設大臣の承
認を受けて不燃化促進区援の指定を行うとともに地区謹
備指針を定め，議劫対象建築物の建築者に対して助成を
行う制度である。助成を行った地方公共団体に対して国
が補助対象額の'"を補助するもので回和55年度から予算
措置が講じられている。また.不燃化促進区設内の適合
建築物で一定規模以上の建築物の建築者応対しては住宅
金融公庫や日本開発銀行による融資制度がある。
不燃化促進区域1<:指定できるのは.①地域防災計画l己
定められた避難地文は避難路の周辺の区域のうち.早急
に不燃化を図る必要があると認められる土地の区域.②
防火地波内の土地の区域.③建築物を 2階以上の澗火建
築物とする旨を定めた建築協定が締結されている土地の
区域文は高度利用地区若しくは建築物の寓きの最低限度
を7m以上とする旨を定めた寓度地区内の土地の区域，
@おおむね10年以内f<:当該区域のほぼ70%以上の部分1<:
耐火建築物が建築されるととが確実であると認めちれる
土地の区域，に該当する土地の区主主とされている.補助
対象建築物の要件は，①不燃化促進区域の指定の行われ
Tご年度から10箇年間f<:建築される耐火建築物で，②地区
整備指針1<:適合した 2階以上の耐火建築物であり，③宅
地建物取引業者が建築する販売文は賃貸のための耐火建
築物でないとと，@大企業が建築する耐火建築物でない
ととである。
(8 ) 公営住宅建替事業
本事業は昭和44年の公営住宅法の改正によって生まれ
たもので，公営住宅の必要性の高い既成市街地において
老朽化した低層の既設公営住宅を中高層の公営住宅1<:建
て替えることを内容とするものである。 Eれにより既成
市街地内において公営住宅の供給量の培加や居住環境整
備を推進するだけでなく.用地取得に要する費用や労力
を低減できる。公営住宅建替事業は公営住宅法第2条第
11号で定義されており，同法第23条め3では地方公共団
体の主主事業の施行努力義務が明示されている。本事業を
行うには.①除却すべき公営住宅(被建替住宅)が市街
地の区域文は市街化が予定される区域内でO.15ha以上の
土地に集団的に存在し，②被建替住宅の大部分が耐周年
限の'10を経過しているか，公営住宅としての機能が災害
等により相当程度低下しており，③新たに建設する公営
住宅の芦数が被建替住宅の戸数1<:一定の係数(構造iとよ
り異なる)を乗じた戸数以上で，@新たに建設する公営
住宅が高層文は中層の耐火性能を有する公営住宅である
己と9)4要件を満たすととが必要である。
なお，昭和49年度1<:建設省住宅局長通達tとより公営住
宅建替事業の推進を図るための措置として同事業に関連
し，その敷地の一部1<:中高層の分譲住宅を地方公共団
体，住宅・都市袈備公団及び地方住宅供給公社が建設し
て，被建替住宅の入居者で持家を希望する者に対して供
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給できるようにその取扱いを定めている。
(9 ) 蕊設公営住宅改善事業
近年における主活様式の変化.生活水準の向上等によ
り，既設の公営住宅についてもその賀の向上告図る必要
があり.49年度より公営住宅住戸改良事業として狭小な
既設公営住宅の規僕拡大等の工事費を国庫補助対象とし
てきたが.51年度より新たに既設の公営住宅団地で附帯
施設等が未登備のため，その環境の改善が必要な場合ち
国庫補助対象とし.既設公営住宅改善事業と改称した。
事業の内容は住戸改善と環境改善(集会室.プレイロ
ット等の附帯施設等の整備)であり，対象となるのは原
則として48年以前の予算1:係る補助金により建設された
もので.簡易耐火構造・耐火構造で引きつづき，公営住
宅.公営住宅団地として維持管理するものである。
(10) 既設改良住宅改善事業
既設改良住宅の住戸改善，環境改善及び災害復旧を行
う地方公共団体に対して国庫補助を行うものである。 50
年度1:住戸改善と揺災した改良住宅の復旧工事1:対する
助成. 52年度1:附帯施設等の整備の環境改善i乙対する助
成が制度化された。住戸改善と環境改善は既設公営住宅
改善事業と同じ内容である。災害復旧は災害(火災にあ
っては地震による火災1:限る)により滅失し.又は著レ
く損傷した既設改良住宅を復旧するために行う新たな住
宅の建設，又は当該既設改良住宅の補修をいう。
(11) 住宅地区改良事業
本事業は，不良住宅が密集する地区の環境改善を図
札良好な住宅の集団的建設の促進を目的とする。対象
地区の採択要件は，①面積o.15ha以上，②不良住宅戸数
50戸以上，③不良住宅率80%以上，④公共用地を除いた
住戸密度が80戸/ha以上で，事業内容は，①不良住宅の
除却，②良好な住宅地の形成，公共施設・生活環境施設
のま童備.③改良住宅(賃貸・分譲)の建設，である。
(12) 住理境整備モデル事業
本事業の採択要件は①面積lha以上.②不良住宅50戸
以上，③不良住宅率50%以上.@公共用地及び工場敷地
を除いた住戸密度55戸/ha以上で，事業内容は①不良住
宅の除却または改修，②良好な住宅地の形成及ぴ公共施
設，生活環境施設の整備.<e:改良住宅(賃貸・分譲)の
建設.@個人住宅の建設促進，である。国の助成対象は
住宅地区改良事業と同じであるが，補助率が対象1:よっ
て低くなっている.
(13) 過密住宅地区更新事業(いわゆる.乙ろがし事業)
昭和49年度1:発足した特定住宅地区整備事業を改祢し
たもので，本事業は大都市地域の過密密集市街地の更新
を目的とし.対象は首都圏整備法の既成市街地若しくは
近郊整備地得，近畿圏整備法の既成都市区成若しくは近
郊整備区域，中部圏開発整備法の都市整備区域内の過密
住宅地区である。採択要件は r不良住宅の戸数が相当
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あり，十分な生活環境施設がない乙と等により，居住環
境が劣っていると認められる過密佳宅地区Jで.事業内
容は地区内の不良住宅及び敷地専を取得し，その跡地1:
公的住宅の建設又;立地域の改善i己資する施設の整備を行
うとともに，不良住宅の居住者等i己対して公的住宅の斡
旋を行う。国庫補助対象は①整備計函作成1:要する経
費，②用地取得促進1:要する経費.で補助率は1/，であ
る。
(14) 木造賃貸住宅地区総合整備事業
本事業は三大都市閣の低質木造賃貸住宅の多い地援に
ついて公共.民間が役割分担して良好な市街地住宅の供
給及び公共施設，地区施設の整備等による住環境の盤備
を総合的.計画的K行うもので.三大都市周の既成市街
地及び近郊整備地帯等で低質木造賃貸住宅が多い地主主が
対象となる a 採択要件は!a!:T.20ha以上で.事業内容は①
木造賃貸住宅径営者等による良好な住宅の建設.②地方
公共団体による「木造賃貸住宅密集地区整備事業Jの実
施，⑤整備地区内における関連施策，である。国の助成
措置として①整備計画作成費等補助(補助率1/，)，②用地
取得促進費補助(用地費.補償費，家賃等補てん費1:対
して補助率If，).③建替促進賀補助(除却費，共同施設整
備費及び建築設計費1:対して補助率1/3)がある。
(15) 木造賃貸住宅密集地区整備事業
本事業l立.M木造賃貸住宅地区総合整備事業と目的を
同じくするもので，対象地域主同じである。採択要件は
①面積O.ISha以上，②不良住宅率50%以上，③公共用地
を除く住戸密度80戸/ha以上.である。事業内容は①不
良住宅の買収・除去，②良好な住宅地の形成，③地区施
設の整備である.不良住宅の買収除却費について，跡地
を公共の用1:供する時は1/2，それ以外の時は1"の国庫補
助があり，地区施設の整備についても国庫補助がある.
なお，住宅の建替については木造賃貸住宅地区総合整備型
事業による共同施設整備費，建築設計費を活用する。 i
(16) 特定住宅市街地総合整備促進事業 i 
三大都市閣の既成市街地tとおいて.都市機能の更新
居住環境の整備，良好な住宅の供給を目的として.工場 l
移転跡地等を核として，周辺と一体的l己合理的な土地利 i
用を図弘公共施設等の整備と良好な住宅の建設を総合 4
的IL行う事業である。概ね25ha以上の整備区域について j
整備計画及ぴ住宅等の建設事業計画吾作成し，これらの i
計画1:基づいて，住宅等の建設は.住宅地区改良事業や j
市街地再開発事業等により.また，道路や公園等の公共 j
施設の整備は各々の単独の都市計画事業で行うと云うよ i
うに既存の事業手法を有効に組み合わせて活用すること 1
により整備区域全体を総合的に整備しようというもので j
あるが，住宅敷地等袈備費(補助率1f，) と従前居住者用 i
住宅建設費(同1"文はり3)が国庫補助の対象となってい i
"00 
(17) 居住翠境整備事業
本事業l立.幹線道路:こ援し.通過交通による惑怠誹
ガス.f言動等の自動車公害及び交通事故等lとより居住環
境が阻害されている地区を対象として.地方公共団体が
施行するものである。具体的には.既成市街地で特に補
助幹線街路摘が不備であり，本事業により整備すること
が最も合理的な地区を対象1<:，補助幹線街路，区画街
路.歩行者専用道路の総合的な整備と併せて居住環境の
向上を図ろうとするものである，しかし，現行では本事
業の国庫補助対象は街路事業のみで.街路及び道路付属
物1<:限定されるため，本来的な意味での居住環境整備は
地区内の街路網の護備を行う本事業と併行して建築物等
の建備を行うI也の事業を実施する乙とが必要と云えょ
っ.
(18) 治道理境整備事業・沿道整備計画
本制度は r道路環境保全のための道路用地の取得及
び管理1<:関する基準 (環境施設帯の基準・昭和49年)J， 
f高速自動車国道等の周辺における自動車交通騒音1<:係
る障害の防止について(都市・道路局長通達・昭和51
年)J及び「幹線道路の周辺地域における生活環境の整
備の促進について(沿道環境整備要綱昭和52年)J 1己
基づく各々の措置.事業を吸収して r幹線道路の沿道
の整備に関する法律(昭和55年施行)Jにより，創設され
た。沿道環境整備事業は，幹線道路網を構成する道路の
うち，①自動車交通量が特1<:多く政令の基準を超えるも
の，②道路交通重量音が沿道の生活環境1<:著しい影響を及
lますおそれがあり政令の基準を超えるもの，③当該地域
1:相当数の住居等が集合し.又は集合する ζとが見込ま
れるもの，を沿道整備道路1<:指定し.沿道整備計画を策定
して，①沿道盤備計画t乙適合した用地の取得，②緩衝建
築物の建築等，③沿道の建物の防音構造化の促進，を内
容とした事業を行うものである。助成措置としては.③
沿道整備計画区域内で市町村が土地の買入れを行う資金
の貸付，⑥緩衝建築物の建築を行う者応対する建築費用
等の一部を道路管理者が負担，@市町村の条例により建
築物の構造について防音上の制限が定められた場合(L既
存住宅の防音工事費の一部の助成，がある。また.沿道
笠備計画区域内建築物整備事業は沿道整備計画区域内で
一定の基準を満たす建築物を建築する者1:対して住宅金
融公庫や日本開発銀行が融資を行う制度である。
(19) 地区計画制度.地区計画区域内建築物整備事業
地区計函制度は，既成市街地においてのみ適用される
制度ではないが. r市街地再開発事業その他相当規績の
建築物若しくは敷地の整備又はζれらと併せて行う公共
施設の整備に関する事業が行われる又は行われた土地の
区綴」においても地区計画を定める ζ とがで邑る ζ とに
なっている。乙うした既成市街地や事業実施地区では各
種事業手法と地区計画制度をリンクさせる ζ とによ1).'. 
各種の事業目的を担保し，市街治整備を効果的1<:推進す
ることが期待される。
地区計画区域内建築物整備事業;立55年の地区計函制度
の創設により.56年度に制度化さ礼たもので.地区計函
区域内で一定の要件を満たす建築窃の建築者:<:対し.住
宅金融公庫や日本開発銀行が融資を行う制度である。
(20) 市街地再開発事業
狭義の意味での再開発事業は.都市再開発法(昭和44
年)1<:基づく市街地再開発事業といえる。本事業は.公
共施設の整備という視点では.田市街地改造法(昭和36
年)による全面買収方式の都市改造事業を.都市の不燃
化という視点では旧耐火建築促進法(昭和27年)の路線
防火帯造成事業:<:続く，旧防災建築街区造成法(昭和36
年)による防災建築街区造成事業を吸収発展させたもの
といえる。さらに :;t.ラムクリアランス，市街地住宅の
供給，土地の高度利用，都市機能の更新といった視点を
併せもっている事業である。従って本事業の対象地区は
既成市街地でかつ高度利用地区(第一種及び第二種)又
は市街地再開発促進区域(第一種のみ)とされている。
第一種市街地再開発事業は権利変換方式で行うもの
で，地方公共団体，住宅・都市整備公団等，地方住宅供
給公社の他，個人，組合{市街地再開発組合)が事業主
体となれる。第二種市街地再開発事業は全面買収・管理
処分方式で行われる公共的性格が強い事業であり，個人
と組合は事業主体になる ζとができない。都市再開発法
の制定時は現行の第一種のみで事業主体も地方公共団
体，日本住宅公団(現在の住宅・都市整備公団)及び組
合であったが，昭和49年1<:地域振興獲備公団が事業主体
1<:追加古れ，同50年の法改正lとより，市街地再開発促進
区域及び個人施行者の制度及び，公益性が高く，かつ，
大規績な地区 (3ha以上)において事業を早急に行うた
め.現行の第二種の制度が創設された。 55年の法改正に
より，土地の所有者又は借地権者以外の者(第三者の民
間ディベロッパーなど)でも乙れらの同意を得て，個人
施行者となることがで己るようになり，事業主体(施行
者)民地方住宅供給公社，首都及び阪神高速道路公団が
追加された。同時に，第一種の施行区域の要件が，耐火
建築物から除外する物件の拡大及び耐火建築物の比率を
従来の出以下から概ね'/3以下への変更など緩和吉れ，第
二種についても胞行区域の面積を従来の 3ha以上から l
ha以上l己緩和された。
(21) 再開発住宅制度
従来から，事業施行区域内の零細権利者で，事業によ
る施設建築物に入居できずに地区外1<:転出する乙とにな
る者応対して，補償や公営・公団住宅への特別入居の斡
旋，住宅金融公庫資金の個人住宅特別貸付のl怜旋等の措
置が講じられてきた。しかし.現実の再開発地区におい
て，零細権利者の多くは庖鍛併用住宅1:居住するなど当
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該地区を怒れては生活が因建な者であり，文，借家人等
I;:{z~宮な家賃で泡設建築坊のー訴を賃貸住宅として供給
する乙と I~事業採算上から困皇室と云う問題があった。
乙れらの事情を背景に創設された本制度は，市gfj:!主存
関発事業等の円滑な控進を図るため.施行区域内lこ居住
する借家人等で住宅i1:困窮することとなる者i1:賃貸する
ための再開発住宅の建設を行う地方公共団体文は住宅・
都市整備公団1:対して国が必要な助成を行うものであ
る。また，再開発住宅制度が適用される事業として51年
度11:過密住宅地区更新事業古~. 54年度に土地区霞整理事
業が 57年度l乙木造賃貸住宅地区総合整備事業が追加さ
れている。再開発住宅制度の特色としては，①再開発住
宅の建設に地方公共団体等が施設建築物の一部を購入す
る場合を含めた乙と.②再開発住宅の入居者の資洛11:収
入の基準を設けていない乙と.<E湾開発住宅の家賃の決
定方法i1:額斜家賃制度を採用したこと，③施行区域外で
の購入信UJi!'を設けた乙と，⑤再開発住宅を仮住居として
使用できること.があげられよう。
国l立事業主体i1:対し.再開発住宅建設事業1:要する費
用について予算の範宮内でその'"以内を補助できる。ま
た. 53年度より冒住宅地区改良事業の『改良地区の指定
基準3文lZF住環境望鏑モテソレ地区の基準J1:適合する
地区については補助率'J，が適用されることとなった。
表一1Iζ掲げた事業手法・制度のうち.市街地再跨発
事業や総合設計制度などについては三大都市圏の場合，
住宅金融公庫及び日本開発銀行の長期かつ低利の融資制
度が用意されている.住宅金融公庫と日本開発銀行の融
資の対象となる事業及びその規模等を表-2にまとめた
が.日本開発銀行の市街地再同発融資の場合，保留床買
取資金色融資の対象となっている。
表ー1の事業手法は公共施設，敷地，建築物の整備に
霊点があるが，既成市街地の整備，関発.保全にあたっ
てはベースとなる用途地域や容積率等の見重し.特別用
表-2 住宅金融公庫と日本開発銀行の関連融資制度
住宅金融公庫 百本開発銀行
C都市再開発事業(建設資金) om区整備事業
市4213h鬼平ヰ瞬内建地区掴述策区域発当調物内叫~~笠趨鐙荷主 -市街地再開発事業定桂I区 整備事業 -特定街区内建築物笠備備事業
-総高度合設flJ計 備草案 -総計地合画区計設計建築物益 事業対象事業 用 築物1拘f立芸{術昔事業 画区域内物建築物整事備事業会(沿む道整備. 1也区計画 祭 事 区域内建築整備業をも ) 
沿道整化備 酒区域内建築物笠業備事業
-耳、燃促進区域内建築物笠備事業 。都市防災事業
-都市防災不燃化促進事業
対象地域 全国 (沖縄県を除く) 全国 (沖縄県を除く)
f主の 住宅部分の割合が延床面積の 1/4以上. 住宅部分の割合が原則として延床面積の1/4
宅;!IJ なお総合設計で:t既設建築物の撤去を伴わ 未満
昔日合 ない場合，建設された建築物に占める住宅
主 分 部分の割合が延床面積の3/4以上.
-市街地再開発 2.000 rrI以上 都市開発散資 地方開発融資
内，. 計 地方住宅供給公社施行 1.500 m'以上
延 個人施行 1. 000 rrI以上 -市特定街地再開発 10.000rrl以上 特に制限なし
函
-特定合街設利用区計
3.000 m'以上 m区 15.000rrl以上
要 床 . ~B 2.000 rrI以上 -総地合設計 10.000rrl以上
規 -高度 地区内 1. 500 rrI以上 区計函 10.000rrl以上
面 -地区計画区域内 1. 500 rrI以上 -沿道笠備計画 10.000rrl以上
件 1長 -沿道整備計画区域内 1. 500 rrI以上
ヰ査 -不{燃地化一促進区域内 1. 500 rrI以上 -不燃化促進 7.500 rrI以上
( 上階数2階以上の耐火建築物)
考備 総合設計術については r総合設許可準RIjに関する技術基準』の内容に適合し，かっ公開空地率が問技基第1・(2)・ハ・ 2に掲げる数以上であること.
融 市街地再開発は建設費，用地質.補償以外資等の 市街地再開発は事業費の50%
資率 の貸付建対象設額の75% 市街地再開発 運用による貸 事業は 質，用地質の貸付対象額の75% その他は事業費の40%
付 金 住宅 7.30% 8.4% {一部特別金利)
(一部特利市街地再開発は当初10年間 7.8%
条 事I 非住宅 7.55%(1年目以降7.75%) 1年目以降 8.0% 地区計画は 8.3%)
件 償 建物の竣工後分譲まで.但25年1.-.事業G主E体住が宅
還期 が所有するときは竣工後を 以内 25年以内(据置期間5年以内)
限 は3年以内の据置期間含む)
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表-3 中小企業事業団による高度化事業別助成条件等
助成条件等
助成対象事業 創設年度
l 工場等集匝化事業(工場団地の建設) 昭和36年度
2 庖錯等集団車化タ事業{卸団地の建設} P 38 " 
3 貨物自動 ミナル等集団化事業 H 43 " 
4i 諜i師計草算谷書諒事袋室署長町霧諸共拒四M器2K3E事続主案f事倉【庫長業計酬算金の述書B
" 43 H 
グ 55 M 
N 39 H 
" 38 " 
般 " 41 " 9 ンター ) " 42 N 高 10 公害防止設備リース事業 "， 47 N 
1 省資源・省エネルギー設備リース事業 " 54 " 
度 12安全衛生設備リース事業 グ 55 " 13 計算設備リース事業 " 57 " 
イ包
14 共エ企小同湯業売共施合商設同業事利事庖業用舗事共業同
ff 31 H 
15 H 38 " 
事 16 " 50 " 17 利用事業 " 52 " 業 18 貨物自動車運送業事業所共同利用事業 N 54 " 
19 公建特構害造設別業防広改止滋善事施業高等所設度高度共化同化同事利業事用業事業
" 57 ff 
20 事業 " 57 " 
21 n 50 11 
2 善高度イ 業 " 52 " 
昭和41年度
" 42 " 
特 " 57 " 定 26 グ 48 " 高 27 グ 48 " 
度 28 " 48 " 
イヒ 29 " 55 n 
事 30 W 47 " 
業 31 " 57 " 
32 H 51 " 
33 " 53 " 
34 織維工業構造改善事業 昭和50年度
35用地先行取得事業 昭和48年度
団地組合等の倒産組合員の施設取得の場合 昭和54年度
36 設備共同廃棄事業にかかる臨時措置
37地域産業共同利用事業 昭和56年度
途地区の活用等についても検討の余地があろう。
中小企業施策と市街地整備
わが国における中小企業施策は基本的に中小企業の近
代化・高度化により経営の安定を図ることを目的として
いる。従って各種の施策の対象は個別の各種中小企業や
それらの事業協同組合等が一般的である。施策の内容は
指導，診断，融資，税制上の特別措置等である。 ζ 乙で
は主として大都市地威の既成市街地の再生・整備に関係
すると思われる中小企業施策の概要を融資制度を中心l己
紹介する。
中小企業関係の融資を行う政府系金融機関としては，
中小企業事業団，中小企業金融公庫，国民金融公庫，環
助成割合
金利 償還期限 うち据
事業団 県 言十 置期間
42% 23% 65% 2.7% 15年以内 3年
" " ， N N N 
" H ， H H " 
H H H " " " 
" " H N H H 
H H " H H " 
" H H " " M 
" H " " 12年以内 2年
H " H " H " 
グ " " " " " 
" " " " H n 
N " " " H " 
N " " H " " 
" " " " ， " 
" " " " " N 
60% 30% 90% H 施設設置 施設設
" " H H 期間+15 置期間
" グ " " 年 +2年
" N " " n " 
" N N " H 
2-3 I 60% 10% 70% " 12-15年
55% 15% 70% " H N 
40% 40% 80% 無利子 16年 3年 l
" " " " 15年 " 
N " N " N N 
" " " H 16年 N 
" " " " " " 
" " " " 15年 " 
N " " " " " 67.5% 22.5% 90% " 16年 43 年 1 
H H " H H 70% 10% 80% H 12-16年 2-4 
54% 26% 80% H " 2-3 
60% 10% 70% 2.日% 12-16年 2-3 
100% 100% 7.6% 5年
100% 100% 4.3% 5年
5% 5% 無利子 8年 3年
54% 26% 80% " 16年 H 
境衛生金融公庫，沖縄振興開発金融公庫，商工組合中央
金庫がある。
中小企業事業固による高度化事業に対する融資(貸
付)制度は，国(事業団)と都道府県が資金を出し合う
ものである。中小企業基本法第3条第4号では「高度化
は中小企業の企業規模の適正化.事業の共同化，工場・
庖舗等の集団化.事業の転換及び小売商業における経営
形態の近代化Jと定義されている。従って中小企業構造
の高度化に寄与する事業が高度化事業と呼ばれ，一定の
要件を満たすものについて中小企業事業団が長期かつ低
利の融資を行っている。(表-3)
高度化事業には一般高度化事業と通商産業大臣の認定
を受けた計画1:基づく特定高度化事業がある。集団化事
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動，<:伴って生ずる廃棄物等の処理などを共同で行い公害
を防止するための施設を設置する事業である.
次lこ特定高度化事業で関係するものを紹介すると，工
場共同化事業J二小規模企業者等が主として一棟の建窃の
内部l己集E宣して事業を行うために工場等を設置する事業
であり.工場の設置場所は都市計画，地域開発.その他
市街地の盤備の見地から適当であることが妥求される。
共同公害防止等事業は公害防止関連法令等により規制の
対象となっている汚水，煤煙，産業廃築物，騒音等の公
害を処理若しくは防止するための施設又は石油代替エネ
ルギーへの転換若しくは省資源・省エネルギー化を図る
ための施設を設置する事業である。共同防災施設事業は
災害を防止するための施設の設置に係る事業で57年度1<:
創設された。特定小売商業底舗共同化事業は小売商業庖
舗共同化事業のうち中小小売商業振興法1<:基づき通商産
業大臣の認定を受けた庖舗共同化計画1<:基づいて実施す
る事業である。特定商底街共同施設事業は共同施設事業
のうち中小小売商業振興法l乙基づき通商産業大臣の認定
を受けた商庖街整備計画l己基づいて街路灯.アーケー
ド，駐車場，物品預り所，休恕所等の一般公衆の利便に
供する公共的共同施設を設置する事業である。地域理境
保全施設等設置事業は集団化事業の実施i己伴って設置す
る施設のうち，公園，緑地等を設置する事業である。
また用地先行取得事業は都道府県等が工場.庖舗等の
集団化l己資する事業の用l己供する土地を取得し，造成し
て乙れを中小企業者1<:譲渡する事業である。先行取得事
業1<:は工場.J苫告書等の集団化事業の施設であって倒産又
はこれに準ずる事態にあると認められる中小企業者等の
所有するものを取得，保全し， ζれを他の適当と認めら
れる中小企業者に譲渡する事業も含まれているa
業;立夜.lZ市街泡に立泡する工場等が用地主監のために;;'2設
の充実が菌室主であった i).市街地の交通混雑等lこより日
常の営業活動lこ支惑を宗fこしたり，住宅等と混在して騒
音，煤窪，悪臭等の公害が問題化している場合;こ，中小
企業者が協同して計画的;己団地を形成し，経営上の陸路
を打開するとともに各種の共同経済事業を行って経営基
盤の安定及び経営の近代化・合理化を図るものである。
集団化事業には36年度に創設された工場等集団化事業
(工場団地の建設).38$皮iこ創設された底舗等集団化事
業(鈎団地の建設).43年度に創設された貨物自動車安一
ミナル等集団化事業(トラック団地の建設)と禽庫等集
団化事業(倉庫団地の建設)がある。
卸売業高庖笥近代化事業は庖翁の狭小，駐車場の未整
備，交逮混雑等の問題を解消し，流通機能の健全な発展
を図るため，卸売琵，密告を告ぐるみで改造するものであ
<>0 
小売商業商底街近代化事業は商后留を構成する小売商
などが共同して歩道や駐車場の整備やアーケードの設置
等を行うとともに各庖舗も建替を行い，街ぐるみで近代
化を図るものである。本事業の推進パターンをみると自
主的lz実施するものと，都市計画事業1<:併行して実施す
るものに大別できるが， ζれまでの実施事例は後者が大
部分を占める。都市計画事業との併行パターンとしては
街路事業との併行型，土地区函整理事業との併行型，市
街地再開発事業(旧防災建築街区造成事業を含む}との
併行型，それらの複合型がみられる。
小売商業底詩共同化事業は中小小売商が集まってスー
パーマーケットや寄合百貨庖を設立し.消費者に魅力の
ある庖舗造りを行い.共同で抜本的な経営の近代化を図
るものである。
???
中小企業事業団以外の政府系機関による融資制度等の
うち，市街地整備と関連するものを紹介する。工業関係
では市街地整備との関連は主に立地・公害対策1<:係る制
度に集約される。公害防止では中小企業事業団の他，中
小企業金融公庫.国民金融公庫.公害防止事業団による
貸付制度がある。既成市街地からの移転の促進(立地の
誘導)では上述の4機関の貸付制度の他，地域振興整備
公団による工業再配置融資制度があり，又.補助制度と
して通商産業省の工業再配置促進費補助金がある。
中小商業者やサーピス業者のための融資制度としては
中小企業事業団の高度化事業資金融資制度の他，中小企
業金融公庫及び国民金融公庫の流通近代化貸付制度や小
売商業高度化貸付制度や市街地等整備貸付制度がある。
又，国と都道府県が拠出した資金を信用保証協会を経由
して民周金融機関1<:預託し，民間資金と合わせて中小企
業者K融資する中小企業体質強化資金助成制度の中には
大型庖等進出対策融資制度がある。流通近代化融資の対
設備リース事業のうち.47年度に創設された公害防止
設備リース事業は公害防止関連法令等により規制の対象
となる汚水，煤煙，産業廃棄物及び騒音等の公害防止の
ため，それらの妨止設備をリースする事業である。
最も古く昭和31年度に創設された共同施設事業は生
産，加工買売，保管.運送，検査，その他を行う共同
施設や街路灯，アーケード，駐車場等の一般公衆の利便
1<:供する共同施設を設置する事業である。
工場共同利用事業は零細な中小企業者等の事業を主と
してひとつの建物の内部で行うための建物(小規様企業
工場アパート)を設置する事業で50年度化創設された。
小売商業庖舗共同利用事業は零細な小売商業者やサー
ピス業者が集まって営業活動を行う建物(小企業商業ア
パート)を建設する事業である。施設共同利用事業には
乙の他，貨物自動車運送業及び建設業を営む零細な企業
者等が集団して事業を行うための事業所その他の施設を
設置する事業もある。
公害防止施設共同利用事業は零細な企業者等の事業活
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8 )中心市街地整備の渓状と展望一一昭和55年度都市
開発研究会報告 沼布55年9月発行
9 )都市再認発の問題点と今後の新しい動向一一大都
市障における都市機能の更新一一昭和56年度都市
開発研究会報告昭和5i年9月発行
7)-9)は自本開発銀行設備投資研究所発行
10) ;/ュリスト NO，704 乙れからの都市再開発
閣昭和54年11月15日発行
11)ヲュリストぬ 722 特集・都市の再生
昭和55年s月15日発行
12)都市計画NO，107 特集・都市再開発
菌学会昭和54年7月16自発行
13)都市計画No.lll 特集・街区 白本都市計留学会
昭和55年6月初日発行
14)公営住宅必携昭和57年度版建設省住宅局住宅
建設胃、監修制日本住宅協会昭和57年5月発行
15)公営住宅建設関係解説書紛日本住宅協会
16)高度化事業助成制度の概要昭和57年度版
企業事業団昭和57年12月発行
17)中小企業事業団の概要昭和57年度版
事業団昭和57年11月発行
18)中小企業事業団法令集 中小企業事業団
年10月発行
19)高度化事業通達
発行
20)高度化資金利用の手引(商業績)
団
21)高度化資金利用の手引(工業績)
団
昭和57
中小企業
昭和57年10月
有斐閣
中小企業事業団
象の内lこは中小卸売高等が行う集記センヲーの建設，中
小商業者の共同泡設の取得又は設置，中小卸売業者等の
認総合センター及び淘商業団地への入居，中小小売業苦
等のショッピングセンターへの入居.自転車駐車場の取
得.市;当地再開発事業の施設建築物(再開発ピノレ)への
入居などが含まれている。小売商業高度化貸付制度は中
小小売苦業振興法により認定を受けた高度化事業計画Ir.
従って行われる事業lこ対して融資するものである。市街
地等整備貸付制度は市街地等の整備に係る公共事業等の
施行;こ伴い.移転又は改造を行う中小企業者に対する融
資制度であるロ
以上の国や政府関係機関による施策の他.地方公共団
体においても類似の制度あるいは独自の制度等の施策が
あるが誌面の関係で税制上の措置と同様に省略する。
参考文献
1 )再開発必携昭和57年度版刷全国市街地再開発
協会昭和57年6月1日発行
2 )市街地再開発 '82 制全国市街地再開発協会
和57年 6月16日発行
3 )住環境整備必携昭和57年度版制全国市街地再
開発協会昭和57年8月l日発行
4 )住環境整備 '82 制全国市街地再開発協会
57年日月 l日発行
1 )-4)は建設省住宅局市街地建築課監修
5 )昭和57年度版，中小企業施策のあらまし 中小企
業庁縁側中小企業調査協会昭和57年 7月10日
6 )商庖街の近代化はこうして一一小売商業商庖街近
代化事業中小企業事業団昭和56年8月発行
7 )最近の都市防災の動向 昭和54年度都市開発研
究会報告昭和55年 5月発行
昭
昭和
1F 
工
??
??
?
? ?
??????」
D 
?
?
?
???
?
，?
」?
〉
〉. 
??
1己
〉
ノ
E 
7 、
- 87ー125 都市計画
??????
官
〉
